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国連障害者権利委員会 「総括所見」 

「自立した生活と地域生活への参加」（Art.19）をどう読むか 

   ―重度知的障害者の地域生活を考える― 

 

                  社会福祉法人八千代翼友福祉会 職員研究集団 

はじめに 

国連障害者権利委員会は、2022 年 9 月 9 日「日本の第一次報告書に対する最終見解」

（以下「勧告」という）を公表した。 

勧告は、日本政府の報告書、障害者団体などの「パラレルレポート」（課題や改善点を

まとめたもの）を権利委員会が読み込み、対面審査も行った上で出されたもので、日本の

障害者施策の抜本的刷新を求めている。 

勧告の内容は、先進各国の実践・理論が基になっていると思われ、学ぶことが多い。 

勧告については、その「法的拘束力」への様々な意見があるが、日本政府が誠意を持っ

て受け止め、優先課題として実現することを求めていく必要がある。 

さて、勧告の中で私たちの法人の理念（「地域で 普通の 市民としての 生活を！」）、

実施事業に直接的に関係している部分は、条約第 19条関連の「41」・「42」である。 

私たちは、重度知的障害のある人たちが「地域で豊かに暮らす」ことを目指して、この

間グループホームの創設に取り組んできた。が、勧告ではグループホームの入所者も「懸

念を持って観察」されている。 

これだけを読むと日本の現状・認識と「かけ離れて」おり、困惑も感じる。 

そこで、勧告の中の「施設収容」「選択とコントロール」「特定の生活形態」等のキーワ

ードを中心に検討し、重度知的障害者の地域生活の在り方について検討したい。 

 

Ⅰ勧告をどう読むのか、どう考えるのか 

１．最終勧告等の内容 

41 では、「地域社会の外にある施設で生活する障害者（a）」「『障害者の日常生活及び社

会生活の総合的な支援に関する法律』に基づき、親に扶養され、その家に住んでいる者や、

グループホームなどの特定の施設に入所している者等、障害者が居住地や場所、一緒に住

む人を選択する機会が制限されていること。(c)」「障害者が地域社会で自立した生活を送

るための支援の整備が不十分（f）」などについて懸念を持って観察している、としている。 

42 で「障害者の施設入所を終わらせる(a)」ため、「障害者が居住地、地域社会のどこで

誰と暮らすかを選択する機会を確保し、グループホームを含む特定の生活施設で生活する
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義務を負わず、障害者が自分の生活に対して選択とコントロールを行使できるようにする

こと」等を強く要請している。 

すなわち、ここではグループホームの存在を否定しているわけではなく、自分の生活の

場の選択、生活の仕方についての選択ができるように支援を整備するように、としている。 

ただこの時、「自立した生活と地域社会に含まれることに関する一般的意見書第 5 号

（2017 年）」及び「脱施設化に関するガイドライン（2022 年）」を参照するよう求めてい

る。 

「脱施設化に関するガイドライン」（2022 年）では、「あらゆる形態の施設収容を廃止し、

施設への新規収容を終わらせ、施設への投資を控えるべき」とされ、「施設収容」には、

グループホームも含まれている。 

また、「自立した生活と地域社会に含まれることに関する一般的意見書第 5 号」（2017 年）

では、「特定の生活や生活施設を強制した結果」「入居者が 5～8人のより小規模なグループ

ホームも」施設を特徴付ける要素があれば「施設収容」とみなされる。 

要素の中には、「他の者とのアシスタントの強制的な共有」「誰から援助を受けなければ

ならないかを決めるに当たり、影響力が発揮できない」などが入っており、現行のグルー

プホームは施設収容とみなされる可能性が高い。 

 

２．勧告の内容の背景 

ここまで見てきたとおり、国連の障害者権利条約（CRPD）に基づく対日審査「総括所

見」の内容は、日本の障害福祉について「要請」や「懸念」という言葉を含む、大変「厳

しい」、と言ってよい内容になっている。 

上記の「19 条」以外にも、例えば「２４条（教育）」については、分離された「特別支

援教育の中止」に向け、障害のある子もない子も共に学ぶ「インクルーシブ教育」に関す

る、国の行動計画を作ることを求めた。権利委員会は「分離教育は分断した社会を生み出

す。インクルーシブ教育は共に生きる社会を作る礎」として分離教育を認めていないから

である。  

それ以外の条項の勧告内容を見ても、全体的に「要請」や「懸念」という言葉が多く散

見され、誰が見てもかなり厳格な印象を持つであろう。更に注目すべきは、「地域生活」

や「インクルーシブ」な社会に向けて少しずつではありながらも、確実に変わりつつある

日本以外の国々に対しても、同様の「要請」や「懸念」が示されていることである（その

中には、北欧諸国やカナダも含まれている）。 

では、一体なぜそこまで厳格な勧告が出されているのだろうか？各国ともに抱えている予

算や人材、社会状況等の問題を「言い訳」にさせないその姿勢の背景を探っていくことで、

見えてくることがあるのではないだろうか。それを、国連における障害者の権利について

の歴史的流れ、他国への勧告等から振り返ってみる。 

まず、審査を行う「障害者権利委員会」は国連に属している。 
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国連はその創設期から障害を持つ人々の地位を向上させ、彼らの生活を改善することに

努めてきた。障害を持つ人々の福祉と権利に対する国連の関心は、全ての人間の人権、基

本的自由、平等という国連創設の原則に由来していると思われる。そして、以下のような

流れの中で、方向性がより鮮明になっている。 

1975 年 『障害者の権利に関する宣言』が採択され、総会は平等な処遇と各種サービス

の平等な利用を可能にする基準を定め、その結果、障害者の社会的統合（少数者を含む多

文化共生）が加速。 

1981 年 国際障害者年には総会で『障害者に関する世界行動計画』を採択。機会の平等

と障害者の社会生活と開発への完全参加という二つの目標が定められた。 

1993 年 『障害者の機会均等に関する標準規則』を採択。権利と社会的状況に焦点を当

てた活動が増える。 

2006 年 『障害者の権利に関する条約』とその選択議定書が採択。 

こうしてみると、着実にその権利や自由、平等性が具体化された流れが理解できる。そ

してその中では確実に「パラダイムシフト（社会的価値観の転換）」が起きているように

感じる。それを象徴するのが、 

・「医学モデル」から「社会モデル」へ：障害者の社会参加を阻む「壁」を社会が取り除く

必要性（審査報告は日本の法制度が医学モデルから脱却できていないと指摘し、法制度

から医学モデルの要素を排除するように求めている。） 

・「私たち抜きに私たちのことを決めないで」：障害者が社会による慈善や治療、社会的保

護の「対象物」から「権利の主体」へ 

・「障害者がその法的能力の行使に当たって必要とする支援を利用する機会を提供するた

めの適切な措置をとる」（障害者権利条約第 12条） と、「意思決定」の権利について明

記されている 

 

こうした「パラダイムシフト」は、国連の働き無くしては成しえなかったかもしれない。

そして、このように段階的に順を追い、その根拠をしっかりと築き、その実践を国際社会

に求めてきた権利委員会だからこそ「妥協のない」勧告を行うことができるのだろう。 

以上のような背景のもとに、各国の審査が行われているものと考えられる。そう考える

と「基準」そのものの（現状に対して）上振れが進み、「厳しい」内容と感じてしまうも

のになっているのかもしれない。 

以下、それらを踏まえ改めて日本に対する勧告を見ると、 

・国際的な「基準」からの視点（「基準」のパラダイムシフト）：入所施設については、歴

史的に、（日本に限らず）1000 人あるいはそれ以上の規模の「収容施設」で悲惨な生活

を送らされていた事実がある。その歴史に基づき、「施設」に対しての強い忌避感（嫌

悪感？）を持っていても何ら不思議ではなく、その「基準」の変化の中で、「施設解体」

への動きが「勧告」として加速されているように見受けられる。 
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またグループホームについて、現状では個々のニーズや自己決定に十分に応えること

が難しい場合が存在している。勧告ではグループホームそれ自体を否定はしていないこ

とから、より「個別化された支援」や在宅での「パーソナルアシスタンス」など、より

包括的かつ自立した生活を促すアプローチの必要性を指摘しているのではないだろうか。

現在の「基準」から考えると、そこには達していない、との判断ではないかと思われる。 

・他国との比較：グループホームや、より個別化された「暮らし」についての指摘は、北

欧諸国をはじめ、優れた実践例（ベストプラクティス）が存在している。それをもって

して、決して理想論ではない、「実現可能」な取り組みであると位置づけられているの

ではないだろうか。つまり、他国との比較においての「遅れ」がその理由と考えられる。

しかし、特に（経済的）途上国に対してはそこまで掘り下げた形での勧告は出されてい

ないという事実もある。したがって、日本については、未実施との勧告内容についても

環境的には「実現可能」との判断がなされたと考えることができる。 

・パラレルリポートや「当事者」による生の声：審査にあたっては、政府の提出する報告

書以外に、「パラレルレポート」が提出される。これは、障害者団体や専門家からの報

告になるが、政府の提出する報告書だけでは明らかにされない「現実の問題」や「未解

決の課題」が浮き彫りにされ、実際の現場で経験している問題点や改善の必要性を指摘

することになる。さらに、直接発言機会を持つ「ロビイング」も併せて、より「具体的

な改善案」を「当事者」が「直接」提案することで、少なからず影響力を及ぼしている

ことが考えられる。 

そしてその当事者とは、「身体障害当事者」が中心になっている。「身体障害当事者」

は自立意識・自尊心が高く、歴史的にも問題意識を持った活動の中心（先頭）を担って

きた。それ故に、勧告の内容に強く（身体障害当事者の）「声」として反映されたと思

われる。（しかし、一方で「重度知的障害者」の実態・「声」が考慮されているのだろう

かという点については、疑問も生じる。） 

・障害者権利条約締結国としての義務：審査を受ける国＝障害者権利条約批准国。当然、

批准している国は、その条約に基づいて障害者の権利を保障する責任を負っている。条

約は、少なくともその国の「法律よりも上位」という位置づけになっており、条約の規

定と一致しない場合には委員会が条約の遵守と実施を促すために指摘を行う。つまり、

法律が「条約の規定と一致しない」との判断がされたと考えられる。 

 

これらの理由をもって、より「厳しい」勧告の内容になったのではないかと考えられる。 

 しかし、「厳しい」で片づけ、「非現実的」であると考えてしまうこと自体、我々の「パ

ラダイムシフト」が遅れている、とも考えられる。実際に、具体的な内容を伴った提案が

なされ、それらを実現している国々が存在（ベストプラクティス）している以上、その勧

告を真摯に受け止める必要がある。 

その中では、制度等の理由で、実現することがイチ法人だけでは難しい場面も多々ある
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かと思われる。しかし、少なくともここまで見てきたような経緯や「基準」を知ったうえ

で、現場の中で取り組める、より実践的で実現可能な改善策を模索することで、少しでも

そこ（基準）に近づけるのではないかと考えるべきなのかもしれない。 

３．「先進諸国」の現状 

勧告では、『障害児を含む障害者の施設収容を廃止するため、予算配分を障害者の入所

施設から、障害者が地域社会で他の人と対等に自立して生活するための手配と支援に振り

向けることによって、迅速な措置をとること』とされている。「施設から地域へ」という

ことである。 

では、その内容について、特に「福祉先進国」と言われる国々ではどのような制度の下

で、どのような支援が行われているのだろうか？ 

北欧諸国（デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、スウェーデン）は、

「福祉先進国」と言われているが、（制度における差異はあるものの）そこには障害福祉

政策の先進的な取り組みの共通点が見られた。 

 

・「パーソナルアシスタンス制度」と「ダイレクトペイメント」 

スウェーデン、ノルウェー、デンマークでは「パーソナルアシスタンス制度」というも

のがある。 

「パーソナルアシスタンス」は一般的には「秘書」を意味するが、障害福祉サービスの

「パーソナルアシスタンス制度」は、身体的な障害や慢性疾患などにより日常生活に支

障をきたしている人々が、自立した生活を送るために必要なサポートを受けることがで

きる制度である。具体的には、身の回りの世話や日常生活の補助、移動の支援、コミュ

ニケーションの補助など、個々のニーズに応じた支援が提供される。 

パーソナルアシスタンス制度は、個別のケースに合わせた支援を提供することを特徴と

している。利用者は、自分の日常生活におけるニーズや目標に基づいて、必要な支援内

容や時間を決めることができる。支援者は、利用者の要望に応じて、日常生活の様々な

面で支援を行う。この制度は、北欧諸国以外にも、イギリスやカナダ、オーストラリア

等の国でも実施されている。 

 そして、そのパーソナルアシスタンス制度を支える仕組みとして、「ダイレクトペイ

メント」がある。それは、「パーソナルアシスタント」を雇用するための費用が障害者

やその家族に対して直接支払われるという制度である。日本も含め、従来の福祉制度で

は、福祉サービスは行政や福祉施設を介して提供され、サービス提供者によって支払わ

れることが一般的であった。しかし、ダイレクトペイメント制度では、障害者やその家

族に支給された予算を利用して、自分たちが必要とするサービスを自由に選択し、直接

サービス提供者に支払う（事業者に限らず、選択した個人とでも直接雇用関係を結べる）

ことができる。 

ダイレクトペイメントの導入により、障害者やその家族はより自己決定権を持つこと
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ができ、自分たちのニーズに合わせてサービスを選択し、専門的な支援を受けることが

できる。 

例えば、スウェーデンでは、障害者支援法 (LSS法: スウェーデンにおける障害者の権

利を保護する法律)に基づき「ダイレクトペイメント」を受けた当事者は、「パーソナル

アシスタント」を雇用することで、地域のアパートでの一人暮らしが可能になっている。 

・入所施設の閉鎖とグループホーム 

勧告では、入所施設について「・・入所施設から、障害者が地域社会で他の人と対等

に自立して生活するための手配と支援に振り向ける・・」とし、自立生活へ戦略的方向

性をもって明確に否定している。 

日本では現在、（知的障害者の）約３割の方が入所施設で生活していると言われてい

る。一方で、他国の状況はどうなっているのだろうか？ 

スウェーデンでは、上記の LSS 法によって 2003 年には入所施設がすべて閉鎖されて

いる。また、カナダでも、州によって差があるものの、やはり入所施設の閉鎖を決定し、

地域生活が送れるような制度（パーソナルアシスタンス制度やダイレクトペイメント等）

の整備が進められている。 

では、それらの国での「地域生活」は、現状どのように保障されているのだろうか？ 

一人暮らしについては、やはり上述の「パーソナルアシスタント」や「ダイレクトペ

イメント」という形での福祉サービスが提供されている。 

またグループホームという形でも保障されているが、日本におけるグループホームと

やや異なっている。 

「集合型」：障害の重い人が中心。５名程度が各々２LDK 程度の居住空間を持ち、スタ

ッフルーム、共同台所、共有リビングがある。バスルームやトイレは共有しない。 

「サテライト型」：比較的軽度の人が中心。スタッフルームがキーステーションとなり、

一般アパート群に分散して居住。共有のリビングルームでの交流あり。 

「ホームシェアリング」：支援者が所有・賃貸する住居に本人が入居し、支援者から支

援を受ける 

上記の他にも多様なグループホームの形態が存在している。 

また、日本のグループホームでは、入居者の「生活のサポートや日常生活の支援」が中

心となるが、スウェーデンのグループホームでは、「個別のニーズに合わせた支援」を

提供することが重視されており、入居者の自立や自己決定権の尊重が重要な要素となっ

ている。 

・この違いの意味するところは？ 

現状日本では、「地域移行」という言葉でグループホームも「地域生活」と位置づけら

れている（実際に当法人でも、その考え方に基づいてグループホームの整備を続けてい

るところである）。当然、入所施設と呼ばれる大規模な生活施設よりも、より小規模で

地域に密接した形のグループホームは「地域で・普通の・市民としての生活」により近
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いようにも思われる。 

一方で、例えば、（入所施設の閉鎖を進めている）カナダの PFC（親の会・本人の会に

よる合同委員会）の決議には、生活する場は「規模によって定義されるわけではない」と

している。つまり、入所施設もグループホームも、規模によってではなく、『「自己管理」

の機会が保障されなければ入所施設である』としている。「どこで・だれと暮らすか」ま

た、「いつ・誰が・どのように支援をするのか」。それらを本人が管理（意思決定）できな

ければ例え小規模の生活空間であっても「入所施設と同じ」という意味なのである。 

 確かに、現在グループホームを利用している方々にしてみても、そこに本人の意思

（「どこで誰と暮らす？」「誰にどのように支援を受ける？」）はどこまで反映することが

できているだろうか？ 

更に、「個別のニーズに合わせた支援」の意味するところは、「支援者の共有」も否定し

ている。「支援者の共有」とは、「一人の支援者が複数の利用者を支援すること」。グルー

プホームでは当たり前のように感じてしまうが、それは当事者の「いつ・誰が・どのよう

に支援をするのか」の意思の確認や決定の余地がないことと同義ということになってしま

うのである。 

このような、いわゆる「福祉先進国」と言われるような国々の姿を見てみると、現状の

日本での制度や、我々の考え方自体とはかなりの違い（差？）があるように感じてしまう。

このような「基準」において「勧告」が出されたのであれば、かなり「厳しい」内容にな

っているのも納得（？）せざるを得ないのか…   

  

Ⅱ 勧告を踏まえての地域生活の展望 

１．日本の歴史と現状を踏まえて 

① 国は、入所施設から「地域生活」への移行（ここでいう地域生活への移行とは、入所者

が施設を退所し、生活の場を自宅やグループホーム、福祉ホーム、公営住宅等の一般住

宅へ移ることなど）を推進するとしている。 

 しかし、「重い障害があっても住み慣れた地域で暮らし続けられるためのグループホ

ームの整備はもちろん、必要な入所施設を地域の中に建設し、地域生活を支える貴重な

社会資源として、その拡充を図るべき。」（『日本障害フォーラム』の総括所見用パラレ

ルレポート作成に向けての『日本障害者協議会』の草案｟2018 年 7 月｠）と主張して

いる運動団体もある。 

また、現在でも親の会・家族会には入所施設への強い要望・期待がある。 

あの「相模原事件」の起こった津久井やまゆり園の再建構想においては、神奈川県の有

識者会議が従来の大規模施設を県内に分散して整備する、という提言を出した。しかし

家族会からは、「住み慣れた地区に事件前と同様の施設を再建すべき」との要望が出さ

れた「歴史」や「現状」は踏まえなければならないだろう。 



8 

 

  戦後、施設福祉が始まってからも重度の知的障害者の処遇は「後まわし」となり、現

在の「総合支援法」による体系となってからも「家族責任」は続いている。 

その中で、最後の安心の砦としての入所施設入所への期待は、その結果として「理解」

できる。 

北欧の福祉に詳しい小賀久氏は「北欧の施設解体は施設解体の前に地域生活の条件整

備が行われ、その後に生活施設が解体されるという状況で取り組まれてきた。」「日本で

展開されてきたノーマライゼーションは、生活施設という箱から出ることを第一義とし、

地域での人間的な暮らしの在り方の追求を無視ないし軽視している。」と述べているが当

を得ていると思われる。○注1 

 

２０年前の当法人が発足した当時の友愛みどり園ご家族の多くの希望は、「最後は入所

施設へ」というものであった。 

ところが、グループホームの創設が始まり、実際に身近な人たちがグループホームでの

暮らしを始めると、「親亡き後」（あるいは親の高齢化）の「わが子の暮らしの場」は、

入所施設ではなく「グループホームに」と変化、希望している。 

しかし現在もご家族からの要望に応えられない状況にあり、増設の計画をもっていると

ころである。 

② 当法人のグループホームは、「定員」は 4名、5名であり、「家庭的」な生活の場をめざ

している。職員は、朝夕は 2名であるが、夜間は 1 名となる。 

この態勢の場合、行動障害の厳しい人や医療行為の必要な人を受け止めるのは難しい。 

また、「ワンオペ」であり、職員の労働条件は厳しいものにならざるを得ない。 

このような職場にも複数職員を配置できるような「報酬体系」になるのが望ましいが、

現実はそれを望める状況ではないため、逆に「複数職員を配置できる（中規模）施設」

への「誘惑」さえ生じてしまう。 

このように見てくると、一足飛びに「脱施設化」は困難にみえる。 

（家族を含めた）社会の人権意識の深化がベースとなり、制度を変えていかなければ

実現しない。 

③ また、重度あるいは最重度と言われる知的障害のある人たちにとって、小規模グルー

プホーム（「共同生活」）は、（「勧告」の直接的な方向には反するが）今後とも必要と

なると思われる。 

 支援を受けても「意思決定」の困難な方は、現実に存在する。仮にこの方たちがア

パート等で「一人暮らし」をした場合、ヘルパー等の個別支援を受け生活することは

可能であろう。しかし、その生活は「支援を受ける」という一方向的な刺激となる。 

 当法人のグループホームでの実践の中では、障害の重い人たち同士の関係性が確認

され、「同質集団」の良さ、が指摘されている。○注2 

またそれは、北欧等の脱施設化の流れの中で確認された教訓とも重なる。 
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例えば、デンマークでの「地域移行」の中で、個室化された環境の中で、仲間からの

刺激がなくなり孤立化していったという報告（デンマークではその後、「街」の様相を

もつ大型施設が機能している）や、その中での教訓「人間の尊厳を尊重することの基

本に個を中心に置くことは当たり前だが、人として生きる上で、生活の基盤としての

住まいや生活の保障と共に、人や交流や共同が大事なことを、実践で確かめながらシ

ステムをつくっている」として「共同の場」を重視している、との報告から学ぶこと

ができる。○注3 

２．充実した地域生活を創るために（具体的改革案の提案） 

①グループホームでの暮らしのあり方 

当法人の理念として「普通の大人としての生活を」、グループホームでは個人を尊重し

つつ「一般市民と同じような生活を」という理念を重視しながら運営を行ってきた。目指

すところは、自宅と同等に過ごしてもらうための居場所作りである。そのような生活を実

現するには、利用者の立場や気持ちに沿った気遣いや心遣い、すなわち「特別な支援」で

あり、私達としても利用者のために必要な支援として考えてきた。「特別な支援」とは発

語が明瞭でなかったり、話し言葉自体を持たない利用者に代わり、その意志を汲み取り、

代弁する行為や利用者が自己決定や自己選択を行いやすいように情報を整理し、他の者へ

伝達するための支援である。また初めての個室による生活で、寂しさを感じさせないよう

に、スキンシップを含めたコミュニケーションも行ってきた。このような取り組みや集団

生活を続けていく中で、家族も想像していなかったような変化を利用者が見せることも

多々あり、人格的にも豊かになる横への発達が期待できた。 

 

そのような中での国連障害者権利委員会による「日本の第一次報告書に対する最終見解

（勧告）」である。そしてその中で参照するように、とされる「緊急事態対応を含む脱施

設化に関するガイドライン案」の施設収容に関する定義(3-15)によると、以下に該当する

施設は、名称がグループホームであっても入所施設とみなされることになる。 

 

入所施設は次のような要素によって定義される 

a.他人と介助者を共有することが義務付けられ、誰から介助を受けるかについて自分で

決められないか、制限されている。 

b.地域で自立した生活から孤立化され、隔離される 

c.日々の決定をコントロールできない 

d.誰と暮らすか選択できない 

e.個人の意志や好みに関係なく日課が厳格である 

f.明白な管理のもと、同じ場所で同じ活動を行う 

g.サービス提供におけるパターナリズムによるアプローチ 

h.生活様式の監視 
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i.同じ環境にいる障害のある人の数が偏っている 

上記の定義を精査すると、a,b,d,i は制度上の問題でもあるため、解決には制度の改正が

必要である。その他の c,e,f,g,h は改善できる余地はある。例えば衣食で考えると、自分の

着たい服を選ぶ、食事や入浴のタイミングは個人の判断で行うなど、見方によっては至極

当たり前の改善提案である。 

 

ここで一般的とも言える改善案を記載する切っ掛けとなった「入所施設の定義」をもう

一度考えてみたい。国連障害者権利委員会が出した定義から想起するのが、ノーマライゼ

ーションの育ての親として知られるスウェーデンのベンクト・ニィリエが提唱した「ノー

マライゼーションの８原理」である。内容は障害者が一般市民と同様の普通の生活・権利

などが保障されるように環境整備を目指す理念である。ノーマライゼーションと言えば、

デンマークのバンク・ミケルセンが生みの親でもあるが、その考えをニィリエが世界に広

めたことで育ての親と言われている。ニィリエの功績としては、ノーマライゼーションの

原理を 8 原理の条文（以下）として整理し、デンマークで生まれた思想を文化として紹介

したことである。 

 

①一日のノーマルなリズム 

②一週間のノーマルなリズム 

③一年間のノーマルなリズム 

④ライフサイクルにおけるノーマルな発達経験 

⑤ノーマルな個人の尊厳と自己決定権 

⑥ノーマルな性的関係 

⑦ノーマルな経済水準とそれを得る権利 

⑧ノーマルな環境形態と水準 

 

これらは障害者であっても、住居や教育、労働機関、余暇の過ごし方など日常生活をで

きる限り、障害のない人と同等の条件にすることを目的としている。例え障害者であった

としても、1 日、1 週間、1 年間は一般の人と同じように暮らす権利があり、施設職員の都

合に合わせる必要はない。一般の人と同様に学校や仕事をしたい、結婚もしたい、障害者

だからと言って単調な日常を過ごし、大勢が収容される大規模な障害者施設で住む必要は

ないという考え方である。そして障害者が一般の人と同等な暮らしをするためには、障害

者＝できないという先入観で見ないことが重要ということも訴えている。 

 

今回の勧告を受け、グループホームでの暮らしのあり方をもう一度振り返ると、全ての

生活の場面において、利用者自らが「選択とコントロールを行使できる」状況であったか

というと、100%できているとは言い難い状況ではあった。但し、障害の度合いや利用者
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の健康や社会的な活動の予定を考えると「やむを得ず」と言った状況が殆どである。だか

らと言って、当法人が運営している 1 ユニット、4～5 人で構成された小規模の集団の場、

すなわち、グループホームが歴史や現在の社会状況から鑑みて「現状のままで良い」とい

う訳ではなく、今後は現在の仕組みを踏襲しつつ、「居住地、地域社会のどこで誰と暮ら

すかを選択する機会」や「普通の暮らし」を更に営むための機能に発展していく必要があ

る。そのため、現行のグループホームでは一体化している「住居」と「支援」を分離して

考え、より一般市民と同様の普通の生活ができる新しい形を模索してみたい。 

 

住居 

A.ルームシェア型住居（4～5人） 

現行のグループホームと同様の住居、個室、台所とリビングは共有 

B.サテライト型住居 (各 1 名) 

グループホーム本体の近くに独立した住居があり、食事以外は自立した生活を行う 

C.集合住宅型 

一棟借りのアパートなどで、支援者もしくは支援機能が同一場所にある 

 

支援 

○あ食事の提供、入浴設備を提供するベーシックなサービスについて 

Aの場合、基本は住居と一体化した形となる。B、Cの場合、食事は隣接（近接）した

「食堂」で行う。また、入浴については個別サービスを利用する。 

 

○い住居における個別サービスの利用について 

どの形態の住居も必要に応じて居宅介護、重度訪問介護など個別サービスを利用し、

本人のリズム・嗜好等にあった暮らしを保障する。（但し、Ａについては「共有した

支援者」による支援が実際上多くなる思われる） 

 

○う余暇支援の充実について 

移動支援や行動援護を利用し、余暇を充実させる。 

 

○えその他 

ピアサポートの環境整備も「支援」のひとつ。相談、調整機能を果たす仕組みは必要。 

 

「住居」に関し、利用者の障害の状況から判断すると、現行のルームシェア型のグルー

プホーム（住居 A）は必要であると考えられる。「支援」に関しては運営の状況を考える
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と「共有した支援者」中心のサポートが多くなる。 

サテライト型住居（住居 B）に関しては、一人暮らしを望む利用者の壁となる「食事」

を解決した形である。ある程度の見守りは必要だが、ほぼ自立した形となっている。入

浴に関しては個別支援を利用する。 

集合住宅型（住居 C）はサテライト型より更に踏み込んだ形となる。国の目指している

「入所施設から地域生活への移行」とも合致している。この場合、アパートなどを一棟借

りるなどして個別に生活する形となる。但し、支援者や支援するための施設などが同一敷

地内にあることが必要で、食事は隣接した食堂等で行い、入浴は個別支援を利用する。 

北欧では、「グループホームは自宅なので、『利用者』という概念はなく、そこで暮らす

人はあくまで住人である。そのため恋人が泊まりに来ることもあれば、結婚生活も出来る

のである。小規模のアパートに職員が宿泊も含めた支援に通ってきているという印象を強

く受ける。」という見学の印象を記した論文があるが、○注4 日本においても目指す形であろ

う。 

 

② 個別サービス利用での充実策 

前節で現行グループホーム制度（「住居」と「支援」の統一体）上での「改革」案を検

討したが、ここでは利用者個人に目を向けた「支援」の充実策について検討したい。 

制度を使って 

 現状、利用者が「グループホーム帰宅後にコンビニへ買い物に行きたい」といった要望

があったとして、対応できる職員人数の不足が理由でニーズを叶えることができないとい

う課題を抱えている事業所は多くあるのではないだろうか。 

暮らしの場においては福祉サービスが共同生活援助のみの利用者においては「人員不足に

よる課題」を解決しなければ、ライフイベントにおける意思決定も、日々の意思決定も暮

らしの中で活かせる場面が限られてしまう。もちろん、生活支援員の工夫により改善出来

る点はあるだろうし、利用者の置かれている状態や地域によってはインフォーマルサービ

スの利用によって、改善できることはあるだろうが、継続的かつ安定的に利用者のノーマ

ルな暮らしを保障するためには、制度的視点からの具体策が必要であろう。 

具体的な例を見てみよう。 

A 

平日は夜間支援（16 時から翌９時）、休日は 24 時間を共同生活援助サービスのみ利用してい

るＡさんのグループホームでは、入浴（隔日）、食事（月間で決められたメニュー）、消灯の時

間が決まっている。（人員不足、行動障害への対応の困難により）土曜日か日曜日のいずれかは、

職員が決めた行先へホームメンバー全員で外出にいく。居室でゆっくりしたいという意見 

は職員の人数が足りず叶えてもらえない。介助者は慣れた職員ではあるが、決められた３人の

ローテーションで、一週間、ひと月、一年が流れている。 
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B 

共同生活援助、個人単位での重度訪問介護、行動援護を利用しているＡさんは、グルー

プホーム職員、ホームメンバーと食事をとり入浴、就寝とグループホームの流れに合わせ

て生活をする日もあれば、重訪ヘルパーと夜カラオケに出かけ、外食をしてから帰宅後夜

中に入浴する等、その日によって平日の生活スタイルを変化させている。休日には、行動

援護のヘルパーと買い物や映画に出かける日もあれば、重訪ヘルパーとＧＨでゆっくり過

ごす日もある。半年に１度くらいホームメンバーと外出をするときもある。職員、ヘルパ

ーと合わせて 10人の方と関わりながら、日々生活している。 

 

よりノーマルな生活はどちらであるか、差が明白である。 

グループホーム内については居宅介護、または重度訪問介護を利用し、グループホーム外

については重度訪問介護、または移動支援、行動援護の利用を利用者の状態に合わせ組み

合わせることで、生活支援員、世話人以外でグループホーム内外において柔軟に個別ニー

ズに対応できる。 

実際には支給された時間すべてにヘルパーが付けられるか、ヘルパーとの折り合い等、

様々な課題はある。しかし、制度の中で上記のような変化した生活を送る事は出来るので

ある。 

ニーズを広げるために 

北欧等で制度化されている「パーソナルアシスト制度」は、本人の暮らしを豊かにする

「しくみ」として大いに役立っている。ただ、制度的には知的障害者に門戸が開かれてい

たとしても、その利用者の大部分は重度身体障害者であるとされている。 

日本においても、重度訪問介護制度を土台としながら「パーソナルアシスト的」事業を

展開している自治体、事業者が出てきている。 

 

対象は重度身体障害者。パーソナルアシスタンス制度を、日本の制度の中で実現しようと、

主体性のある暮らし、セルフマネジメントを行うことを目指しています。 

会社の運営人の半分は障害当事者であり、利用者でもあります。利用者本人のニーズを一

緒に相談し、生活の中に落とし込む。ヘルパーとの相性、ヘルパーの育成、指導。利用者

のほとんどが一般住宅で暮らしており、これらを総括的に行うことで、日々の意思決定に

制限なくノーマルな生活が保障されていました。 

（町田市の重度訪問介護事業所を視察に行った職員の報告） 

 

ここでも利用者は重度身体障害者となっている。 

そもそも日本の重度訪問介護制度は、対象を在宅の「重度の肢体不自由者」として発足

したので、その延長線上で重度身体障害者の利用が多い。 
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その後、対象が拡大され共同生活援助における「個人単位での重度訪問介護」利用も可

能となったが、これは、上記のようにグループホームにおける人員不足を補い、利用者の

ニーズに応えるためであり、重度知的障害者の利用も多くなっている。 

さて、重度知的障害者の場合、「自由」な暮らしが可能になった時に、何をしていいか

分からず「これまで通りの生活」を希望する人が多いのではないか、と想像できる。それ

らを本当に「本人の意思」である、と考えてよいのだろうか。 

これをニーズと捉えることは、放任と同義であり、「その人らしい生活」が脅かされる

危険さえある。「本当にやりたいこと」を共に見出し、「生活の幅」を広げることが重要で

ある。 

具体的にはどうしたらよいのか。 

とりあえず、本人を含めた家族、相談支援専門員、生活支援員、ヘルパー等、本人のこ

とを深く理解している者たちで構成されたチームによる「パーソナルアシスタンス会議

（仮）」を提案する。 

当会議では、日中であれば生活介護、夜間はグループホームといった生活基盤の場面に

おける、決められたプログラムに対して、本人の行動を分析し、コミュニケーションの困

難さにより集団の波に乗る選択しか出来ないことや、意思決定場面への配慮不足、ルーチ

ンによる生活の幅への制限といった、広い意味で不自由さを解明することを目的とする。

さらに、生活基盤の場面における、細かなニーズになり得る具体的支援（意思形成支援、

意思表明支援、意思実現支援）の計画を行う。関係各所と連携し実践、モニタリングと重

ね、本人が主体となりマネジメントしていく。 

日常生活における意思決定に関する支援を丁寧に行い、マネジメントしていくことが

「次」に繋がっていくと思われる。 

この提案は、勧告の中で「懸念」されている「障害福祉サービス等の提供に係る意思決

定支援ガイドライン」の「最善の利益」との関係整理をする必要があるが、現在の生活を

より充実させるための方策であり、実践していく中でよりよい形に発展させていくものと

考えたい。 

 

ここまで、グループホームにおいての個別サービス利用での充実策を考えてきたが、こ

の時、これまで度々延長されてきた「経過措置」としての「個人単位で居宅介護等を利用」

制度の恒久化が前提となる。 

また、グループホーム内の個別サービスの制度化、ヘルパーの供給体制の確立、本人の

ニーズの高まり等の条件が整えば、ルームシェア型のグループホームにおいても「介助者

の共有」場面は少なくなっていくことも可能である。 

更に発展すれば、「グループホーム」という枠を超えて、「一人暮らし」という展望も開

けるかもしれない。 
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③ 課題 

 

●支援を受けた意思決定の仕組み 

 支援の現場においては、本人の意思を尊重するために様々な工夫・試みを行っている。

しかし、なかなかその意思を確認することが難しいのが実情である。 

日常生活場面、例えば余暇としての外出先を決める際、写真やタブレットを用いて選択

してもらう意思決定支援を行っている。しかし、色々な方法を取っても、本当に本人の意

志であるのかどうか確認できないこともある。 

これがいわば「人生レベル」の決定をどう支援したらよいのか、大きな課題として突き

つけられる。例えば、今回提案した住居の形（ルームシェア型住居・サテライト型住居等）

をどう選ぶのかということになれば、「障害者サービス等の提供に係る意思決定支援ガイ

ドライン」が参考になるのかもしれない。 

実際にこのガイドラインに沿った支援を行ったことがない段階で批判するのは妥当でな

いかもしれないが、どのようなプロセスを踏んだとしても、最終的には「関係者が協議し、

本人にとっての最善の利益」を判断することになる。日常的に付き合っている私たちは、

これが本人にとって最善だ、という答えを出すことが出来る、と自信は持っているつもり

である。しかしそれが本人の意思か、ということになると・・・ 

勧告でも、「ガイドライン」における「本人の最善の利益」という言葉について「懸念」

が示されているが、「最善の利益」と言って第 3者が決めてよいのか、という基本的な問題

が残る。 

ではどうしたらよいのか、残念ながら私たちも答えられないが、現場としては、日常生

活場面での意思決定支援を積み重ねていく中で、その方法論を蓄積していくしかないと考

えている。 

「勧告」では、「全ての障害者の自律、意思及び選好を尊重する支援を受けて意思決定

をする仕組みを設置すること」が勧告されているが、基本に立ち返り英知を結集した検討

が課題となっている。 

 

 ●住居保障 

 私たちは、今後のグループホームのあり方・地域生活のあり方として「支援と住居の

分離」を提起した。 

 この時、その前提となるのは住居の確保である。これまで当法人の GH は、基本的に

は自力で新築し確保してきたが、それは「ルームシェア型住居」を前提としたものだった

からという理由が大きい。今後多様な住居形態を用意するとき（とりわけ「集合住宅型」）、

自前では難しいし、また「地域で」というからには、街の中にある既存の住居を利用する

方が好ましいだろう。 

 現在、障害者・高齢者など「要配慮者」が個人で住居を確保しようとすると様々な困
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難があることが報道されている。 

オーナー（貸主）が、要配慮者の入居に抵抗がある理由として、①入居後の孤独死、②

部屋に物を置いたままでの退去③協調性④家賃未払いといった理由があるとされている。 

仮に、法人が「グループホーム」として民間アパート等を利用しようとした場合は、上

記のような「抵抗」は薄れると思われ、アパートの「１棟借り」による展開も展望できる

思われる。 

しかし、「グループホーム卒業後」の問題も視野に置いたとき、「要配慮者個人」全体の

住居確保の課題を考える必要がある。 

現在、民間の空き家活用対策も兼ねる「住宅セーフティネット制度」（登録住宅の改修

や入居者への経済的な支援など住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録など）

が発足し、自治体によっては居住支援協議会や地方公共団体が民間の家賃債務保証会社と

協定を締結し、高齢者等の住宅確保要配慮者を対象とした居住支援を実施するところも出

てきている。 

これらは、貸主の経済的不安を一定程度解消させる制度であり、今後さらに充実されて

いく事が期待される。 

しかし、それだけでは先に挙げた「入居後の孤独死」や部屋のゴミ屋敷化などは解消さ

れない。 

「身元保証」等の様々な仕組みなどが期待されるが、仮に出来たとしても、基本として

「地域でお互いに助け合いながら暮らす」土壌がないと、その機能は発揮できないと思わ

れる。 

「障害当事者」や私たち支援者は、そのことを追い続ける存在でありたい。 

そして住居は生活の基本であり、憲法 25条が保障する生存権の土台であることを確認し

たいと思う。 

 

おわりに 

権利条約第 9 条は、障害者が「他の者と平等の選択の機会」をもって暮らす権利を有す

ることを宣言すると共に、国・地域社会がそれを完全に包容する措置をとることを求めて

いる。 

しかし、その実現には程遠いのが日本の状況である。であるがゆえに、この勧告は出さ

れた。私たちは、直接障害者支援を担うものとして、この勧告の主旨に沿った活動を行わ

なければならないだろう。 

 

現在の国の障害者施策の大きな方向性は「施設から地域へ」である。そして、その地域

移行の目玉は「グループホーム」整備ということになっており、それが「地域で当たり前

に暮らす」形となっている。当法人のグループホーム整備も、その流れの中にあるのは確
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かである。 

しかし、現在まわりで進んでいるグループホーム整備の中には、「儲け」を目的とした

ものではないか、と疑うような質の低いものも散見される。このままだと「グループホー

ム」全体が“一緒くた”に「脱施設化に関する指針」にいう「施設」とみなされる恐れがあ

る。 

私たちは、この勧告の検討を通して、重度知的障害と言われる人たちにとって（集団生

活の場としての）「グループホーム」は今後とも必要という結論に至ったが、それは現行

のままでよい、というわけではない。今回、その「改革」について若干の提起を行ったが、

今後とも「他の者との平等」を実現するための不断の努力をしなければならない。それは、

グループホーム内の「支援の方法」という狭いものでなく、制度改善が必須である。 

 

 

当稿執筆者：奥山琢 奥山直廣 田中秀典 田辺真一 松本順一 

 

 

 

○注1，4 「知的障がいのある人の居住形態に関する研究」 小賀 久                   

                   北九州市立大学文学部紀要 2016 第 23 巻  

○注2  法人発行「事業報告」掲載 ケアホームもやい報告等 

○注3 「デンマークの福祉施設に学ぶ『共同の場』」 中村 尚子 

立正社会福祉研究 第 12巻２号（2011） 
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  資料１ 

障害者の権利に関する委員会  

第 27 会期  

日本の第１回政府報告に関する総括所見  （抜粋） 

                               （外務省和文仮訳） 

自立した生活及び地域社会への包容（第１９条）  

41.委員会は、以下を懸念をもって注目する。 

(a) 知的障害者、精神障害者、障害のある高齢者、身体障害者及びより多く 

の支援を必要とする障害者、特に地域社会の外にある施設で生活する障 

害者、並びに、家族及び地域生活を奪う様々な種類の施設における、障 

害のある児童の中で、特に、知的障害、精神障害もしくは感覚障害のあ 

る児童及び児童福祉法を通じた、より多くの支援を必要とする児童の施 

設入所の永続。 

(b) 公的及び民間の精神科病院における精神障害者及び認知症を有する者の 

施設入所の推進。特に、精神障害者の期限の定めのない入院の継続。 

(c) 保護者の下で、実家で生活している者、障害者の日常生活及び社会生活 

を総合的に支援するための法律の下でグループホームのような特定の施 

設形態に置かれる者も含め、障害者が居住地及びどこで誰と生活するか 

を選択する機会が限定的であること。 

(d) 居住施設や精神科病院にいる障害者の脱施設化及び他の者との平等を基 

礎とし、障害者の地域社会での自立した生活のための、自律と完全な社 

会的包容の権利の認識不足を含む国家戦略及び法的枠組みの欠如。 

(e) 利用しやすく負担しやすい費用の住居、在宅サービス、個別の支援及び 

地域社会におけるサービスを利用する機会を含む、障害者が地域社会で 

自立した生活を送るための支援の整備が不十分であること。 

(f) 障害の医学モデルに基づく地域社会における支援及びサービスの供与に 

関する評価形態。 

 

42.自立した生活及び地域社会への包容に関する一般的意見第 5 号（2017 年）及び 

脱施設化に関する指針（2022 年）に関連して、委員会は締約国に以下を要請す 

る。  

(a) 障害者を居住施設に入居させるための予算の割当を、他の者との平等を 

基礎として、障害者が地域社会で自立して生活するための整備や支援に 

再配分することにより、障害のある児童を含む障害者の施設入所を終わ 

らせるために迅速な措置をとること。  
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(b) 地域社会における精神保健支援とともにあらゆる期限の定めのない入院 

を終わらせるため、精神科病院に入院している精神障害者の全ての事例 

を見直し、事情を知らされた上での同意を確保し、自立した生活を促進 

すること。  

(c) 障害者が居住地及びどこで誰と地域社会において生活するかを選択する 

機会を確保し、グループホームを含む特定の生活施設で生活する義務を 

負わず、障害者が自分の生活について選択及び管理することを可能にす 

ること。  

(d) 障害者の自律と完全な社会包容の権利の承認、及び都道府県がその実施 

を確保する義務を含め、障害者の施設から他の者との平等を基礎とした 

地域社会での自立した生活への効果的な移行を目的として、障害者団体 

と協議しつつ、期限のある基準、人的・技術的資源及び財源を伴う法的 

枠組み及び国家戦略に着手すること。  

(e) 独立し、利用しやすく負担しやすい費用の、いかなる集合住宅の種類に 

も含まれない住居、個別の支援、利用者主導の予算及び地域社会におけ 

るサービスを利用する機会を含む、障害者の地域社会で自立して生活す 

るための支援の整備を強化すること。  

(f) 障害者にとっての社会における障壁の評価及び障害者の社会参加及び包 

容のための支援の評価を含む、障害の人権モデルに基づいた、地域社会 

における支援及びサービス提供を確保するため、既存の評価形態を見直 

すこと。 

 

資料２ 

自立した生活及び地域社会への包容に関する一般的意見第 5 号（2017 年） 抜粋 

 

Ⅱ．第１９条の規範的内容 

A．定義 

 16. 

 （a）自立した生活 

どこで、誰と生活するか、何を食べるか、朝寝坊をしたいのか、それとも夜更かしをし

たいのか、屋内にいたいのか、それとも屋外にいたいのか、テーブルクロスとろうそくを

テーブルにセットするか、ペットを飼うか、音楽を聴くかなどで、このような活動と決定

が私たちの人となりを構成する。自立した生活は、個人の自律と自由の根幹であり、必ず

しも 1 人で生活するという意味ではない。また、それは単に自力で日常活動を遂行できる

能力として解釈されるべきではない。むしろそれは、本条約第 3条（a）に記されている固
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有の尊厳と個人の自律の尊重を踏まえた、選択とコントロールの自由とみなされるべきで

ある。人間の自律の一形態としての自立は、障害のある人が個人のライフスタイルと日常

活動に関する選択とコントロールの機会を剥奪されないことを意味する。 

 

 

資料３ 

脱施設化に関する指針（2022 年） 抜粋 

 

A．施設収容 

14．施設には、次の明確な典型的要素が存在する。 

 

· 介助者を他人と共有することが義務付けられ、誰に介助をしてもらうかについての意思表

示権がない、または制限されている 

· 地域での自立した生活から隔離され、分離されている 

· 日々の決定をコントロールできない 

· 誰と暮らすかという関心事についての本人の選択肢がない 

· 個人の意思や希望に関係なく、日常生活が厳格である 

· 一定の管理のもと、個人が属するグループ単位に、同じ場所でほぼ同じ活動を行う 

· サービス提供が父権主義的アプローチである 

· 生活環境を監督する 

· 同じ環境に障害のある人が偏っている 


